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１．事業概要

（１）

① 給　水 （令和３年度末時点）

人

人

千㎥／ha

② 施　設　 （令和３年度末時点）

％

③ 料　金

④ 組　織

津軽広域水道企業団 水道用水供給事業 経営戦略　（令和４年度改定）

事業の現況

策 定 日 ：

年度

津軽広域水道企業団（津軽事業部）

津軽広域水道用水供給事業

計 画 期 間 ：

０

昭和 63 年　11 月　１ 日

事 業 名 ：

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

施 設 利 用 率

令和４年度時点の職員数は、以下のとおりです。

　企業団職員：17名
　　 派遣職員：10名　（弘前市、黒石市から）
　　　計27名（うち事務職員：９名、技術職員：18名）
　　　（短時間再任用職員、会計年度任用職員を除く。）

また、年齢別の構成は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

基 本 料 金 使 用 料 金
22.407  円／㎥
20.37    円／㎥

　　令和　３年　４月　１日

団 体 名 ：

～

配水池設置数

―有 収 水 量 密 度

供 用 開 始 年 月 日

69.77

施 設 数
浄水場設置数

「基本料金」と、実際の使用水量に基づく「使用料金」の合計額による二部料金制を採用しています。
　● 基本料金…供給対象水道事業者（以下「受水者」という。）が求める受水予定量（＝基本水量）×単価
　　　　　　　　　　施設整備・更新等の投資分にあたり、実際の使用水量の多寡によらない。
　● 使用料金…実際の使用水量×単価

93.5

全部適用

改 定 日 ：

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

千ｍ

計 画 給 水 人 口 397,665

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 99,600 ㎥／日

管 路 延 長

水 源

１

現 在 給 水 人 口 355,161

料 金 単 価
（ 上 段 税 込 、 下 段 税 抜 ）

58.267  円／㎥
52.97　 円／㎥

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

(1)

(1) (1) (1)

(1) (1) (1)

(3) (3) (2) (3) (6) (3)

副 企 業 長

企 業 長

組織図 令和4年（7月1日現在)

※（　　）内は職員数

副 企 業 長

合計　27名

水 質 係

津軽事業部長
(事務局長兼務）

事 務 局 長

西北事業部

総 務 課 長 工 務 課 長 浄 水 課 長

施 設 係 建 設 係 浄 水 係総 務 係 管財企画係

総務課長補佐 工務課長補佐 浄水課長補佐
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（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

① 広域化について
　　第１回青森県広域連携推進会議（平成28年10月）を皮切りに、青森県内の各地区ブロック単位で広域化を検討することとなり、
　　当企業団は、中南地区会議（弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、田舎館村、板柳町、久吉ダム水道企業団）
　　の構成団体として参加しており、事務局である弘前市が中心となって進め、青森県では令和４年度末までに検討結果を「青森県
　　水道広域化推進プラン」として取りまとめることとなっています。
　　また、圏域の各水道事業体の現状把握と情報共有を行いながら、将来的には、当企業団の水道用水供給事業と各水道事業体
　　との経営統合や業務の共同化など、地域の実情に合った広域化の可能性について、調査・検討しているところです。

② 業務委託の範囲拡大
　　浄水場の運転管理の委託状況について、従来は平日日中：直営、夜間休日：外部委託　としていましたが、平成29年度以降は
　　平日日中も外部委託とし、業務の効率化を図りました。

③ 省エネルギーな水道システム
　　当企業団では、平成元年から、浅瀬石川ダム～総合浄水場の落差を有効利用した水力発電を行っており、発電で得られた電力
　　を浄水場の運転に利用していました。しかし、平成29年８月以降は固定価格買取制度を活用して全量を売電し、場内電力は電力
　　会社から買電しています。これにより、売電と買電の差額約40,729千円：税抜（令和3年度）の利益を得ております。
　　また、地形の高低差を利用した自然流下方式による導水・浄水・送水システムを有しているほか、インバータ制御をはじめとする
　　高効率設備を採用するなどして、省エネルギーな事業を行っています。

給水人口の予測

別紙、経営比較分析表（令和２年度）のとおり

受水者（弘前市、黒石市、五所川原市（市浦地区を除く。）、平川市（尾上地区、平賀地区）、青森市（浪岡地区）、藤崎町、田舎館村、
板柳町、鶴田町、津軽広域水道企業団西北事業部（つがる市、五所川原市の市浦地区））の行政区域内人口を、住民基本台帳及び
国立社会保障・人口問題研究所発表の人口推移率により予測し計画給水人口を求めました。なお、西北事業部への供給は令和３年
度から実施しています。

これまでの主な経営健全化の取組

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和３年度末現在の給水人口は、西北事業

部の給水人口28,304人を含め、355,161人で

した。

行政区域内人口の減少傾向に伴い、令和９

年度の計画給水人口は約317,000人となる見

込みです。

実績 ← →予測
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（２）

　

（３）

受水者が推計した一日平均給水量を用いて、将来の一日平均有収水量（有収率100%のため、一日平均使用水量と同値）
を予測しました。また、各受水者の申込みに基づく将来の基本水量の推移は以下のとおりです。

水需要の予測

料金収入の見通し

現行の基本料金単価（52.97円：税抜）及び使用料金単価（20.37円：税抜）を用いて、
受水者が推計した基本水量及び一日平均送水量（使用水量）をもとに料金収入を算定しました。

令和３年度の有収水量（実績）は64,627㎥/日

でした。給水人口と同様に、令和３年度に西北

事業部が加わったことで有収水量は増加して

いますが、その後は再び減少する見通しです。

令和３年度からの基本水量は80,795.5㎥/日で

す。今後も、５年ごとの見直しの際には、各受

水者の給水量の減少に伴い、基本水量が減量

するものと考えられます。

※ 基本水量は令和３年度から変更となっています。

令和３年度の料金収入は約20.4億円です。

・基本料金は、基本水量の見直しにより減量

となりましたが、料金単価の値上げにより、

15,721千円の増となりました。

・使用料金は、西北事業部が加わったことや、

料金単価の値上げにより、56,673千円の増と

なりました。

・令和８年度には、基本水量の見直しにより

基本料金が63,821千円の減となる見込みで

あり、それに伴い料金収入も減少します。

実績← →予測実績← →予測

実績← →予測
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

令和４年度現在の職員数は27名（企業団職員：17名、派遣職員：10名、欠員：１名　定数28名）です。
今後の更新事業の増大や供給対象地域の拡大を考慮すると、現在と同程度の人員数を最低限確保する必要があると
考えられますが、現在の職員の４割を占める50歳以上の熟練技術者のほとんどが今後15年間で退職すると見込まれます。

このため、職員数は定数の28名を維持することとし、派遣元の実情を考慮しながら派遣職員の派遣期間の中長期化を検討
するほか、企業団職員の新規採用、退職する職員の再任用制度の活用を検討していきます。
また、業務の仕分けや見直しにより、民間へ委託する業務の拡大について検討し、適正な職員数を調整し確保します。

施設の見通し

組織の見通し

耐震化状況
　取水施設―取水塔　　 耐震性あり
　導水施設―バルブ室　耐震性あり
　浄水処理施設―沈殿池、ろ過池外　耐震性あり
　浄水池―№2浄水池　耐震性なし （耐震工事中）
　排水処理施設―濃縮槽、吐出水槽　耐震性なし
　送水施設―増圧ポンプ場、受水池電気室等　耐震性あり
　水管橋－松枝水管橋　耐震性なし
　管路―ダクタイル鋳鉄管 33km（35.5%） 耐震性なし （送水管）

現在の耐震化率は、他事業体の水準と比べて良好ですが、一部、耐震
化が必要な施設が残っています（令和３年度末時点）。
　◎ 浄水処理施設の耐震化率：100%
　◎ 増圧ポンプ場の耐震化率：100%
　○ 浄水池の耐震化率：75.2%
　○ 排水処理施設の耐震化率：87.0%
　○ 水管橋の耐震化率：90.0%
　○ 基幹管路の耐震適合率：64.5%
　　（耐震管路：33.8%、耐震性能確保管路：30.7%）

構造物の健全度は20
年後（2043年）までほぼ
問題ありません。

機械電気設備はその
過半数が法定耐用年
数を超過しており、20
年後（2043年）には全
ての設備が経年化資
産・老朽化資産となる
見込みです。

経営理念は、「津軽広域水道用水供給事業ビジョン（平成30年度改訂版）」の基本理念と同じく、
「安心と信頼を未来につなぐ広域水道」とします。
ビジョンでの基本方針の体系は以下のとおりです（赤枠：今後の経営の基本方針に関連するもの）。

管路は、10年後（2033
年）には全てが経年化
管路に、20年後（2043
年）には老朽化管路が
発生する見込みです。

健全度評価
施設（構造物及び機械電気設備）の多くは、１期工事（昭和56年
度～平成元年度）を行った1980年代に取得したものであり、30年
以上経過しています。

また、導・送水管もほぼ全て1980年代に布設し、そのほとんどは
令和９年度までに法定耐用年数40年を超える見込みです。

　下図：更新を行わない場合の健全度の推移

当企業団の現在の経営状況は比較的良好です。しかし、

長期的視点でみると、水需要の減少にともなって料金収

入も減少すると予想される一方、更新需要（主に機械電

気設備と管路）は増加する見通しのため、経営マネジメン

トが困難になると考えられます。

健全な経営を将来にわたって持続させるために、中長期

的な見通しを踏まえ、投資の平準化や財源確保のための

経費削減等に取り組んでいきます。

健全資産：法定耐用年数未満の資産

経年化資産：法定耐用年数以上で法定耐用年数の1.5倍未満の資産
老朽化資産：法定耐用年数の1.5倍以上の資産

R4年度までに

経年管路となる

R9年度までに

経年管路となる

2023年 2033年 2043年 2053年

（令和５年） （令和15年） （令和25年） （令和35年）

2023年 2033年 2043年 2053年

（令和５年） （令和15年） （令和25年） （令和35年）

2023年 2033年 2043年 2053年

（令和５年） （令和15年） （令和25年） （令和35年）
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

これまでの５年間で実施した事業(実施中含む)及び投資計画に反映させた今後５年間の主要な事業は以下のとおりです。

目 標

○ 異臭味対策のため、粉末活性炭による異臭味除去能力の増強を図ります。
○ 主要施設の耐震化率100%を目指します。
○ 水管橋の耐震化率100%と、導・送水管の計画的な更新・耐震化に取り組みます。
○ 電気計装設備、機械設備の適切な点検・保守による長寿命化と、老朽化資産の計画的な更新に
　　取り組みます。

目 標

○必要な内部留保資金を、以下のとおり確保します（①～④の合計額）。
　　　①経常費用２か月分の支払資金
　　　②企業債償還金及び支払利息の６か月分
　　　③建設改良費への補填分
　　　④料金収入２か月分（災害時等不足分）
○企業債残高対給水収益比率：300%以下とします。

②　収支計画のうち財源についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

なお、今後５年間の事業については、施設の重要度、老朽化具合、水処理施設への影響等を考慮し、見直しております。

財源に関する考え方は、以下のとおりです。

　　・料金：上記目標を達成できるように、令和３年度以降、５年ごとに基本水量及び料金単価（基本料金＋使用料金）の見直しを行う
　　　　　　  こととする。
　　・企業債：上記目標を達成できるように、収支のバランスをとりながら企業債の起債比率を設定する。
　　・繰入金、補助金等：補助金等の採択基準に該当しないため、見込まないこととする。
　　・その他雑収益：浄水場内小水力発電を平成29年度以降は固定価格買取制度を活用して全量を売電しているため、その売電分を
　　　　　　　　　　      計上する。

○原価計算書　別紙のとおり

点線：実施検討施策

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

粉末活性炭設備の更新 活性炭槽棟、活性炭注入設備

原水色度計の設置 原水色度計

建築施設の耐震化 取水バルブ室、管理本館、水力発電所外、増圧ポンプ場、減圧弁室

浄水池の耐震化 No.1、2浄水池

排水処理施設の耐震化 吐出水槽、濃縮槽

胡桃舘水管橋、松枝水管橋

国道102号線橋梁補修（弘南水管橋）青森県事業負担金

導水管の二重化 導水管

送水管の更新に合わせた耐震化 送水管

場外施設への警報設備の設置 取水バルブ室、増圧ポンプ場、減圧弁室、受水池電気室

西北事業部関連施設の整備 中央監視装置、西北事業部流量計室電気計装機械設備、分岐弁

中央監視制御設備等の更新 テレメータ設備（親局・子局）、センタム

水質計器等の更新 取水水質計、色濁度計、温度計、濁度計、残留塩素計等

ろ過池設備の更新 ろ過池、表洗設備、補器類

浄水設備の更新 放流弁、原水流調弁、急速かく拌機、う流板、排泥設備、計器類

薬品貯槽設備の更新 薬品貯槽、漏液検知槽、計器類

排水処理設備の更新 排水排泥設備、濃縮槽設備、脱水設備

場内整備の更新 構内舗装、フェンス、進入路融雪

浄水場内建築付帯設備の更新 管理本館及び浄水施設の空調・照明・動力設備

場外電気計装設備の更新 動力盤、テレメータ盤

受水池電磁流量計の更新 電磁流量計

場外機械設備の更新 増圧ポンプ場電動弁、増圧ポンプ、流量調節弁等

場外建築付帯設備の更新 電気室照明、動力設備、接地、電話端子箱、水中ポンプ

その他、経年化設備の更新 その他、経年化設備の更新（車両等含む）

強
靭

水管橋の耐震化

持
続

安
全

施設名具体的事業・取り組み
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

小水力発電については、今後の国のエネルギー政策の動向に留意し、事業の有効性を検討のうえ
判断します。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

投資以外の経費の考え方は、以下のとおりです。

　・委託料：概ね過去の実績の平均値（もしくは令和４年度予算）に基づき設定する。

　・修繕費：概ね過去の実績の平均値（もしくは令和４年度予算）に基づき設定する。ただし、大規模な修繕工事は追加計上する。

　・動力費：動力費を平成29年度以降増額。（従来、浄水場内の電力は小水力発電で賄っていたが、平成29年８月以降は

　　　　　　　固定価格買取制度を活用して全量を売電し、場内電力は電力会社からの買電とすることで、従来より収益が

　　　　　　　増加し優位であることから、この制度を採用した。)

　・職員給与費：一人当たり人件費の直近５年間の平均×職員数

　　　　　　　　　　 令和５年度以降も、職員数は定数の28名とし、組織体制を維持する。

今後の水需要を勘案し、更新に合わせ施設能力の適正化（ダウンサイジング含む）を検討します。

今後の水需要を勘案し、管路の更新にあたっては縮径するとともに、耐用年数の長い管を採用して
いきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

中長期的な投資・財源の見通しに基づき、持続的に事業が運営でき、かつ事業体間や世代間で公
平性を保てるよう、企業債の借り入れや料金水準見直しの検討を行います。

経営戦略は、「津軽広域水道用水供給事業ビジョン（平成30年度改訂版）」の進捗に合わせて
定期的に評価を行い、５年毎に見直しを行います。
なお、見直しにあたっては、受水者からの意見を踏まえることとします。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

今後もアセットマネジメントを運用し、更新時期の最適化による投資の平準化や、ライフサイクルコス
トの縮減を図ります。

広 域 化
他の水道事業体の状況把握と情報共有を行いながら、地域の実情に合った広域化の可能性につ
いて調査・検討していきます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

民間の技術、管理等の活用による、更新投資の削減の可能性を検討します。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

委 託 料

ICT活用を検討し、業務の更なる効率化を図ります。

業務委託範囲の拡大や包括委託など、採算性や実施可能性の観点から最適な官民連携の形態を
検討し、委託料の削減を図ります。

そ の 他 の 取 組

6



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

全体総括

各経営指標の状況から判断すると、経営的には比較
的良好である。しかし、長期的視点でみると、水需
要の減少に伴って料金収入も減少すると予想される
一方、施設（管路）の老朽化が進行しているため、
将来の更新に備えて、料金改定を実施し、事業計画
及び財政見通しを策定し、事業の安定性、継続性を
確保するため、経営戦略を改定する必要がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率、③流動比率および⑤料金回収率
は、いずれも100％以上であり、短期債務に対する
支払能力及び収益性が確保されているため、健全経
営であるといえる。
④企業債残高対給水収益比率および⑥給水原価は、
類似団体の平均を下回って推移していることから、
概ね適正といえる
なお、構成市町村の人口及び使用水量が減少してき
ているため、今後も計画的な投資と経費削減に努め
る。

2. 老朽化の状況について

　管路（導水管、送水管）については、そのほとん
どが令和９年度までに法定耐用年数を超過する見込
みであるため、「津軽広域水道用水供給事業ビジョ
ン」の基本理念に則り、将来にわたり持続可能な用
水供給事業の運営を計画的に行う必要がある。

2. 老朽化の状況

－

- 83.53 95.09 0 331,090 799.47 414.14 【】

- - ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 用水供給事業 B その他 -

経営比較分析表（令和2年度決算）
青森県　津軽広域水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.24 0.27 0.24 0.20 0.32

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 139.06 141.12 141.95 137.77 136.54

平均値 114.05 114.26 112.98 112.91 111.13

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 60.89 61.64 63.45 65.41 67.05

平均値 53.56 54.73 55.77 56.48 57.50

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 19.44 22.46 25.84 27.61 30.30

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 12.65 10.58 10.49 9.92 12.29

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 308.81 556.32 781.26 944.83 795.61

平均値 224.41 243.44 258.49 271.10 284.45

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 204.09 191.77 176.86 160.64 147.88

平均値 320.31 303.26 290.31 272.96 260.96

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 143.74 144.82 143.23 138.39 136.49

平均値 113.88 114.14 112.83 112.84 110.77

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 67.42 63.03 64.07 66.10 67.77

平均値 74.02 73.03 73.86 73.85 73.18

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

65.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 59.40 64.09 63.64 63.90 63.00

平均値 61.66 62.19 61.77 61.69 62.26

99.90

99.95

100.00

100.05

100.10

100.15

100.20

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 100.05 100.05 100.08 100.00 100.16

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.13】 【12.29】 【284.45】 【260.96】

【100.16】【62.26】【73.18】【110.77】

【57.50】 【30.30】 【0.32】



＜収益的収支＞ （決算） （決算） （決算） （決算） （予算） （単位：千円、税抜）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 1,974,548 1,994,066 1,970,215 2,042,609 2,047,146 2,025,127 2,012,224 2,004,854 1,933,675 1,931,582
(1) 1,974,548 1,981,706 1,970,215 2,042,609 2,042,836 2,025,127 2,012,224 2,004,854 1,933,675 1,931,582

(2) (B) 0 12,360 0 0 4,310 0 0 0 0 0

(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 310,408 316,163 319,265 328,509 338,429 407,413 403,017 298,583 298,583 275,274
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 231,154 232,525 233,324 241,839 266,795 330,113 325,717 221,283 221,283 197,974
231,154 232,525 232,809 237,728 262,684 326,002 321,606 217,172 217,172 193,863

0 0 515 4,111 4,111 4,111 4,111 4,111 4,111 4,111

(3) 79,254 83,638 85,941 86,670 71,634 77,300 77,300 77,300 77,300 77,300

(C) 2,284,956 2,310,229 2,289,480 2,371,118 2,385,575 2,432,540 2,415,241 2,303,437 2,232,258 2,206,856
１． 1,572,870 1,632,944 1,648,945 1,687,126 2,068,853 1,759,660 1,694,739 1,604,216 1,669,358 1,884,597

(1) 203,670 203,588 194,389 195,939 202,478 209,838 203,479 207,627 203,203 201,597

94,313 90,565 96,718 98,303 102,161 102,161 98,340 101,016 98,726 97,320

23,186 28,747 12,174 12,177 6,556 13,664 13,664 13,664 13,664 13,664

86,171 84,276 85,497 85,459 93,761 94,013 91,475 92,947 90,813 90,613

(2) 496,517 560,564 579,510 627,184 995,446 662,596 606,966 612,106 687,560 854,621
35,033 33,408 31,164 35,882 43,636 43,636 43,636 43,636 43,636 43,636

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

244,849 254,305 232,740 244,911 330,630 300,455 300,455 300,455 300,455 300,455

38,025 89,998 129,484 163,411 377,065 139,384 77,254 77,254 153,679 321,214

178,610 182,853 186,122 182,980 244,115 179,121 185,621 190,761 189,790 189,316

(3) 872,683 868,792 875,046 864,003 870,929 887,226 884,294 784,483 778,595 828,379
863,405 861,481 855,172 859,815 859,391 858,018 853,148 736,379 718,694 689,450

0 0 0 0 0 19,156 31,099 31,239 46,418 59,874

9,278 7,311 19,874 4,188 11,538 10,052 47 16,865 13,483 79,055

２． 36,860 31,584 27,843 24,976 22,034 20,351 18,808 18,391 19,649 22,938
(1) 35,840 31,176 27,807 24,776 22,024 20,341 18,798 18,381 19,639 22,928

35,840 31,176 27,807 24,776 22,024 19,571 18,548 17,131 16,779 18,058

0 0 0 0 0 770 250 1,250 2,860 4,870

(2) 1,020 408 36 200 10 10 10 10 10 10

(D) 1,609,730 1,664,528 1,676,788 1,712,102 2,090,887 1,780,011 1,713,547 1,622,607 1,689,007 1,907,535
(E) 675,226 645,701 612,692 659,016 294,688 652,529 701,694 680,830 543,251 299,321
(F) 65,819 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 65,819 0 0 0 0 0 0 0 0 0
741,045 645,701 612,692 659,016 294,688 652,529 701,694 680,830 543,251 299,321

(M) 1,974,548 1,981,706 1,970,215 2,042,609 2,042,836 2,025,127 2,012,224 2,004,854 1,933,675 1,931,582

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

新 規 減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用
支 払 利 息

既 存 支 払 利 息
新 規 支 払 利 息

受 水 費
委 託 費
修 繕 費
そ の 他

減 価 償 却 費 等
既 存 減 価 償 却 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
既 存 長 期 前 受 金 戻 入
新 規 長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失

収

益

的

収

支

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

収

益

的

収

入



＜資本的収支＞ （決算） （決算） （決算） （決算） （予算） （単位：千円、税抜）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． 43,000 16,000 26,000 38,000 77,000 25,000 125,000 286,000 487,000 397,000

２．
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
５．
６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
７． 100,000 100,000 2,630 5,260 105,260 5,260 5,260 5,260 5,260 5,260
８． 0 20,618 143,853 0 0 0 0 0 0 0
９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 143,000 136,618 172,483 43,260 182,260 30,260 130,260 291,260 492,260 402,260

(B)

(C) 143,000 136,618 172,483 43,260 182,260 30,260 130,260 291,260 492,260 402,260
１． 175,797 187,797 349,224 151,073 531,603 173,127 669,366 1,476,179 2,477,315 2,029,148

131,731 151,086 311,518 113,409 488,920 129,891 625,193 1,434,798 2,438,476 1,986,151
5,473 4,156 295 0 3,493 4,000 4,937 4,500 4,311 8,469
38,593 32,555 37,411 37,664 39,190 39,236 39,236 36,881 34,528 34,528

２． 343,320 324,772 295,882 282,301 271,598 248,168 246,109 241,241 235,248 223,900
343,320 324,772 265,060 267,132 270,222 247,586 245,362 240,894 235,004 222,697

0 0 30,822 15,169 1,376 582 747 347 244 1,203
３．
４．
５． 200,000 200,000 199,900 199,910 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

(D) 719,117 712,569 845,006 633,284 1,003,201 621,295 1,115,475 1,917,420 2,912,563 2,453,048

(E) 576,117 575,951 672,523 590,024 820,941 591,035 985,215 1,626,160 2,420,303 2,050,788

(H) 3,492,111 3,183,339 2,913,457 2,669,156 2,474,558 2,251,390 2,130,281 2,175,040 2,426,792 2,599,892
(Ｉ) 3,460,168 4,261,529 4,876,429 5,521,261 5,963,470 6,224,236 6,450,127 6,088,861 4,906,700 4,029,568

そ の 他
計

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

企 業 債 残 高
内 部 留 保 資 金 残 高

新 規 企 業 債
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金
そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 (D)-(C)

(A)のうち翌年度へ繰り越される
支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
施 設 費
設 備 費
事 務 費

企 業 債 償 還 金
既 存 企 業 債

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金



令和３年度

給水人口 ３５５，１６１人

計算期間
自 R3 年 4 月
至 R8 年 3 月

（５年間）

　令和3年度実績
令和３～7年度
平均計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

2,042,609 2,025,530 2,025,530

0 862 862

328,509 355,190 355,190

86,670 78,041 78,041

2,371,118 2,381,582 0 2,381,582

　令和3年度実績
令和３～7年度
平均計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

43,959 44,195 44,195

諸 手 当 23,607 25,886 25,886

法 定 福 利 費 13,627 13,698 13,698

31,923 37,441 37,441

136,222 136,740 136,740

52,431 58,019 58,019

306,811 339,489 339,489

608,580 655,467 0 655,467

給 料 9,888 10,065 10,065

諸 手 当 5,240 6,432 6,432

法 定 福 利 費 3,076 3,305 3,305

3,959 4,644 4,644

24,569 26,833 26,833

32,559 47,506 47,506

79,291 98,784 0 98,784

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

法 定 福 利 費 0 0 0

0 862 862

0 0 0

0 862 0 862

項 目

金　　　　　　　　額

供 給 収 益 (X)

原価計算表

収　　入　　の　　部

合 計

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

う ち 受 取 利 息 等 控 除 額

薬 品 費

そ の 他

小 計

原
水
及
び
浄
水
費

人
件
費

給 料

動 力 費

修 繕 費

送
水
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

そ の 他

小 計

小 計

受
託
工
事
費

人
件
費

工 事 請 負 費

そ の 他



　令和3年度実績
令和３～7年度
平均計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

法 定 福 利 費 0 0 0

4 24 24

4 24 0 24

給 料 44,456 46,137 46,137

諸 手 当 37,712 38,448 38,448

法 定 福 利 費 14,374 15,707 15,707

2,795 4,393 4,393

861 982 982

13 39 39

2,620 3,301 3,301

71 65 65

32,346 40,521 40,521

135,248 149,594 0 149,594

859,815 849,649 849,649

4,188 8,538 8,538

24,776 20,864 20,864

200 48 48

1,712,102 1,783,831 0 1,783,831

171,705

1,955,536

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 1.04

＜料金水準についての説明＞

議
会
費

人
件
費

そ の 他

光 熱 費

修 繕 費

公 課

小 計

総
係
費

人
件
費

備 消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

資 産 減 耗 費

支 払 利 息

雑 支 出

そ の 他

小 計

減 価 償 却 費

　当企業団においては、令和2年度に水道用水供給料金算定書を作成しています。
　この算定書を作成するにあたり、資産の老朽化による更新や耐震化など、今後発生する費用を精査したほか、今後の人口減少に伴う水需要
の見通しなどを鑑み、令和3年度に基本料金と使用料金の見直しを行っております。
　その内容は、税抜きで基本料金を45.74円から52.97円へ、使用料金を19.90円から20.37円へ改定したものであります。
　また、今後の中長期の計画的な経営をするため、令和8年度には基本水量の見直しを実施するほか、基本料金や使用料金の見直しを計画
しています。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」
（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載す
ること。

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）


